
北陸電話工事株式会社

第 6 3 期　中間報告書

平成２１年４月１日から

平成２１年９月３０日まで



資 本 金

支 店

営 業 所

本 社

事業の目的

設 立

－　１　－

会 社 の 概 要

昭和２４年１１月２９日
６億１，１００万円
１．電気通信工事

４．測　　　　量

９．鋼構造物工事

２．電 気 工 事
３．土 木 工 事

５．塗 装 工 事
６．ほ 装 工 事
７．管 工 事
８．造 園 工 事

〒９２０－０９１２　金沢市大手町２番３号
ＴＥＬ　（０７６）　２２１－６１１６　（代表）
富山支店
〒９３１－８３１３　富山市豊田町１丁目４番２２号
ＴＥＬ　（０７６）　４４１－４２１１　（代表）
福井支店
〒９１８－８００３　福井市毛矢３丁目７番８号
ＴＥＬ　（０７７６）　３６－５６３０　（代表）
東京支店
〒１０５－０００３　東京都港区西新橋２丁目８番１７号　平家ビル３F
ＴＥＬ　（０３）　３５００－３７５７　（代表）
関西営業所
〒５５６－００１３　大阪市浪速区戎本町２丁目９番３号
ＴＥＬ　（０６）　６６３３－４３８４　（代表）
新潟営業所

ＴＥＬ　（０２５）　２６９－４１３０　（代表）

（平成２１年９月３０日現在）

１０．とび・土工・コンクリート工事
１１．警備保障業務
１２．コンピューター及びその関連機器による情報処理業務
１３．前各号に関する設計・監理、コンサルティング並びに機材、

機器の販売及び保守
１４．貨物運送取扱事業
１５．労働者派遣事業
１６．前各号に附帯又は関連する一切の事業

〒９５０－２０６４　新潟市西区寺尾西２丁目１０番３０号



－　２　－

株主の皆様へ

　株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のことと

お慶び申しあげます。

　平素は当社の事業運営につきまして格別のご支援を賜り

厚くお礼申しあげます。

ご報告申しあげます。

いたしましたので、ここにその事業の概況につきまして、

期　（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）　を終了

平成２１年１２月

　さて、当社は、平成２１年９月３０日をもって、第６３期上半

代表取締役社長 森　　泰夫



－　３　－

工 事 別

ケーブル設備工事

土 木 設 備 工 事

ネットワーク設備工事

情報システム等

（％）

合 計

連結受注工事高 連結完成工事高

工事別連結受注工事高および連結完成工事高内訳

前年同期比　 （％）前年同期比　

企業集団の現況

職に備えた技術者確保と早期育成により技術の継承・高度化を目指し、総合情報通信
性の向上や経費の節減等の諸施策を継続推進するとともに、引き続き団塊の世代の退
　このような状況を踏まえ、主力の光関連工事を中心として当社グループ全体の生産
期における完成工事高は前期を下回ると見込んでおります。
続くものと想定され、大幅な受注の減少が見込まれるなか、当社グループとしての通
　また、NTT以外の官公庁・民需工事においても景気の悪化による厳しい価格競争が

期比３．８％増）　となりました。

　以上の状況から、当中間期においては景気悪化の続くなか、連結受注工事高は６２億

事においては景気の悪化による厳しい価格競争が続くなか、民需を中心に大幅な受注
　このような状況のもとで当社グループの完成工事高は、NTT以外の官公庁・民需工

ループの主たる取引会社である西日本電信電話株式会社　（NTT西日本）　におかれまし
　情報通信分野においては、フルIPネットワーク基盤の構築が進展しており、当社グ
するなど、経営環境は依然として厳しい状況が続いております。
た世界的な金融危機などの影響が深刻化するなか、企業収益や雇用情勢が大幅に悪化
　当中間期におけるわが国経済は、昨年秋以降のサブプライムローン問題に端を発し

い申しあげます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願
エンジニアリング会社として基盤の強化、収益向上に努める所存であります。

９０．４

８４．２

１０５．９

８１．４

９０．１

１０２．８

１３９．７

１０８．２

７２．６

１０３．８

ては次世代ネットワーク　（NGN）　の商用サービス　「フレッツ光ネクスト」　等の提供エ

９千４百万円　（前年同期比９．８％減）、連結完成工事高は６０億３千７百万円　（前年同

リアを拡大されるなか、平成２１年６月末で全国のブロードバンドサービスは契約数が
３，０９３万となり、前年同期に比べDSLは１４５万の純減となる一方、FTTHが２８０万増の

に入っております。
１，５８９万となり、光ファイバーがブロードバンドサービスの主流となる新たな発展段階

ため前年同期を上回りました。

（前年同期比６３８．５％増）　となりました。

格低廉化等により受注の減少が見込まれます。
　通期につきましては、NTT工事では大規模工事の減少や主力の光ケーブル工事の価

連結経常利益は１億２千７百万円　（前年同期比７１４．０％増）、連結純利益は６千５百万円

　利益面につきましては、当社グループとして生産性の向上・コスト改善施策等を着実
に実施し、結果として連結営業利益は１億１百万円　（前年同期１千２百万円の損失）、

の減少がありましたが、NTT工事では主力のフレッツ光関連工事は受注価格の低廉化
の影響で減少傾向にありますが、北陸新幹線工事に伴う支障移転工事等の増加があった

（単位：百万円）

４，４２１

８０７

６０３

４６２

６，２９４

４，２１８

７６７

６２６

４２５

６，０３７



０

０

８，０００
６，０００

２，０００
０

４，０００

１０，０００
１２，０００

財産および損益の状況の推移

百万円 　純資産
　総資産

千円

百万円
　受注工事高
　完成工事高

　経常利益

円

受注工事高および完成工事高

総資産および純資産

〈連結〉

８，０００

２，０００

４，０００

６，０００

７，８４５
６，８４１

　５０，０００

１００，０００

１５０，０００

２００，０００

２５０，０００

３００，０００

１９８，５３７

１１５，５１０

５

２０

１０

１５

－　４　－

１０，８８６

４，６４０

１２．９５

６，１６３
７，０９９

５，８１３
６，９８２

４２，２８５
６９，０８２

１５，７０１

７．７５

１．００

１０，２５６

４，７７６

９，８９６

４，８６７

８，８８８

（当中間期）

（当中間期）

（当中間期）

（当中間期）

経常利益および中間純利益

１株当たり中間純利益

中間純利益

６，０３７６，２９４

第６０期 第６１期 第６２期 第６３期

１２７，８１５

６５，６４１

第６０期 第６１期 第６２期 第６３期

第６０期 第６１期 第６２期 第６３期

７．８２

第６０期 第６１期 第６２期 第６３期

４，９４７

９，５９８



〈個別〉

－　５　－

０

０

８，０００
６，０００

２，０００
０

４，０００

１０，０００
１２，０００
百万円 　純資産

　総資産

千円

百万円
　受注工事高
　完成工事高

　経常利益

円

受注工事高および完成工事高

総資産および純資産

８，０００

２，０００

４，０００

６，０００

　５０，０００

１００，０００

１５０，０００

２００，０００

２５０，０００

３００，０００

５

２０

１０

１５

７，５７９
６，７２１

１８７，１５３

１１４，４９５

１２．８１

１０，２４６

４，３９４

６，６９１
６，０５４

６，６８９
５，５４９

３５，８５３
７１，３３９ ５９，５６４

第６１期

７．９８

２．５８

９，５８３

４，４６８

９，２８３

４，５５４

２３，０５３

（当中間期）

（当中間期）

（当中間期）

（当中間期）

経常利益および中間純利益

１株当たり中間純利益

　中間純利益

第６０期 第６１期 第６２期 第６３期

６，０２６ ５，８５７

第６０期 第６１期 第６２期 第６３期

９９，２６８

５５，１０２

第６０期 第６２期 第６３期

６．５５

第６０期 第６１期 第６２期 第６３期

９，００５

４，５９２



出 資 比 率

４８．５

４０．０

８１．０

１００．０

１００．０

８３．０

富 山 土 木 株 式 会 社

北陸チノール株式会社

トヤマ電話工事株式会社

加越電話工事株式会社

第二電話工事株式会社

金沢電話工事株式会社

会 社 名 資 本 金

２０

５０

４０

１０

百万円
１０

１５

土 木 設 備 施 工

土 木 設 備 施 工

電気通信設備施工

電気通信設備施工

電気通信設備施工

電気通信設備施工

主 な 事 業 内 容
％

　当社グループは、電気通信設備工事および土木設備工事に関する設計・施工を主た
る事業といたしております。

金沢電話工事株式会社

第二電話工事株式会社

加越電話工事株式会社

トヤマ電話工事株式会社

北陸チノール株式会社

富山土木株式会社

名 称所 在 地

東京都港区

新潟県新潟市

大阪府大阪市

福井県福井市

富山県富山市

石川県金沢市

東 京 支 店

新潟営業所

関西営業所

本 社

富 山 支 店

福 井 支 店

名 称

富山県富山市

富山県富山市

石川県金沢市

石川県金沢市

石川県金沢市

富山県高岡市

所 在 地
①当社の主要な営業所 ②子会社

従業員の状況

歳

女 性

男 性

合計又は平均

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平均勤続年数平 均 年 齢

従業員数 前期末比増減

（注）　従業員数には臨時従業員は含まれておりません。

（注）　従業員数には臨時従業員は含まれておりません。

会社の概況
1.　重要な子会社の状況

2.　主要な事業内容

3.　主要な営業所

年

②当社の従業員の状況

①企業集団の従業員の状況

名 名

－　６　－

（平成２１年９月３０日現在）

（平成２１年９月３０日現在）

７１３名 １１名増

４６１ １１増 ４５．７ １９．７

５７ ０ ４５．１ ２０．９

５１８ １１増 ４５．６ １９．８

　また、当社は、西日本電信電話株式会社およびエヌ・ティ・ティ・コミュニケー
ションズ株式会社の電気通信設備工事請負業者として電気通信設備工事競争参加資格
を受けております。



株式の状況

株 ％

出資比率持 株 数

当社への出資状況
株 主 名

２１，６００，０００株

日本電話施設株式会社

株 式 会社　北國銀行

北陸電話工事従業員持株会

株 式 会社　福井銀行

株 式 会社　北陸銀行

日本コムシス株式会社

北国総合リース株式会社

■大株主

①　発行可能株式総数
②　発行済株式の総数
③　株主数

所有者別 所有数別

５００，０００株以上
１，０００，０００株未満

１００，０００株以上
５００，０００株未満

５０，０００株以上
１００，０００株未満

１０，０００株以上
５０，０００株未満

５，０００株以上
１０，０００株未満

１，０００，０００株以上

５，０００株未満

■株式の分布状況

－　７　－

日 本 電 通 株 式 会 社

その他

金融機関

一般法人個人

％

０．１％

（平成２１年９月３０日現在）

８，４１３，６６８株（自己株式５５５，２９２株を除く。）
６９４名

大 西 實 枝

共栄火災海上保険株式会社

３，０３３，８３５

１３３，０００

１１０，０００

７１８，７４０

５６８，９５３

４０９，７００

３９９，３００

３７６，２００

２９４，１５１

１３４，１００

８．５４

６．７６

４．４７

１．５９

１．５８

２．出資比率は自己株式　（５５５，２９２株）　を控除して計算しております。
（注）　１．当社は、自己株式　（５５５，２９２株）　を所有しておりますが、上記の大株主からは除いております。

８１．７％

０．４％
１．３％

６．１％

１７．８

１７．２％５８．６％

０．２％

６．４％

９．６％

１１０，０００日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口４）

３６．０５

４．８６

４．７４

３．４９

１．３０

１．３０



（単位：千円）

科 目 科 目

連結計算書類

■

－　８　－

資 産 合 計

（資産の部） （負債の部）

（純資産の部）

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

評価・換算差額等

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負債純資産合計

流 動 資 産

固 定 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金

有 価 証 券

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 形 固定資産

建物・構築物

機械・運搬具

工具器具・備品

土 地

無 形 固定資産

ソフトウェア

そ の 他

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他

投資その他の資産

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未払法人税等

賞 与 引 当 金

完成工事補償引当金

そ の 他

長 期 借 入 金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

負 の の れ ん

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

中間連結貸借対照表

当中間期 当中間期

　　　

6,087,743

２，６２８，９３１

１，７２３，６６２

２５３，４４２

１０７，９９８

１４５，５９５

△２，５０９

3,808,828

１，８７６，５７７

５４８，４７４

１２９，７９８

７３，０２１

１，１２５，２８３

３２，１２４

２８，６５３

３，４７１

１，９００，１２６

５２０，８１６

１３，２８２

１，３０３，５６９

６２，４５７

9,896,572

材 料 貯 蔵 品 ２５，１３３

１，２０５，４８８

２，２４０，９３３

２，５５６，８６７

５５４，２４９

４４７，１６２

４１，８６３

８１，５４０

５１３，８６６

１０３，３１６

５９，４３３

１，１２５，２８３

１７，４０５

１３，９３４

３，４７１

１，７５４，０８４

４７９，９８２

９，１８６

１，２０６，２７１

５８，６４４

9,598,337

△４，０４３

1,704,914

８３６，６０３

３３，０００

１７，５５５

１７８，７８０

１０，６５９

６２８，３１５

3,323,715

２６，０００

３，０６９，６０３

１９７，０６３

３１，０４８

5,028,629

4,828,147

６１１，０００

３２６，２００

３，９１５，７１２

△２４，７６５

△12,244

△１２，２４４

52,040

4,867,942

9,896,572

1,579,168

７７９，１７７

３０，４９６

２６，０２５

１７３，５４８

１０，２５２

５５９，６６８

3,071,319

２５，５４８

２，７９１，９０３

２２５，３６６

２８，５００

4,650,487

4,911,430

６１１，０００

３２６，２００

４，１０１，０３２

△１２６，８０２

△29,200

△２９，２００

65,621

4,947,850

9,598,337

未成工事支出金

6,024,948

１０６，３７６

3,573,389

１，８０１，８９９

　

前中間期前中間期
平成２１年９月３０日現在 平成２０年９月３０日現在 平成２１年９月３０日現在 平成２０年９月３０日現在



（単位：千円）

科 目

■

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
固 定 資 産 除 却 損

法 人 税 等 調 整 額

完 成 工 事 総 利 益

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 高

そ の 他
支 払 利 息

受 取 利 息 配 当 金

そ の 他

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税、住民税及び事業税

－　９　－

少数株主利益（ △ 損 失 ）

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

受 取 地 代 家 賃
持分法による投資利益

そ の 他

投 資 有 価 証 券 評 価 損

中間連結損益計算書

当 中 間 期

営 業 利 益（ △ 損 失 ）

税金等調整前中間純利益

中 間 純 利 益

5,813,087

5,151,888

661,199
673,337
△12,138
30,455
１０，３４５
４，６６６
２，５３３
１２，９１０
2,616
６０５

２，０１０
15,701
6,050
１，８３５

－

４，１１５
９９

1,622
－

１，５６４

５８
20,128
10,188
19,119

△18,067
8,888

6,037,016

5,253,698

783,317
681,908
101,408
29,251
８，０５０
４，８４５
５，６６６
１０，６８９
2,845
５１８

２，３２６
127,815
1,026

1,500

127,340
23,386
35,162
3,150
65,641

３４
９８６
５

３７
１，４６２

１
－

投 資 有 価 証 券 売 却 損

　 　

平成２１年９月３０日まで
平成２１年４月１日から

　
　

平成２０年４月１日から
平成２０年９月３０日まで

前 中 間 期



（単位：千円）

純資産少数株主

剰余金剰余金
株主資本

自己株式資本金

株主資本

資 本 利 益
合 計 評価差額金

その他有価証券

評価・換算差額等

持 分 合 計

剰 余 金 の 配 当

－－

■
（単位：千円）

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の増加・減少（△）額

■ （ ）

－

－　１０　－

中間連結株主資本等変動計算書

中間連結会計期間中の変動額

中 間 純 利 益

結会計期間中の変動額（純額）
株主資本以外の項目の中間連

中間連結会計期間中の変動額合計

当 中 間 期

中間連結キャッシュ・フロー計算書

財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の中間期末残高

平成２１年４月１日から
平成２１年９月３０日まで

平成２１年３月３１日残高

平成２１年９月３０日残高

自己株式の取得

６１１，０００ ３２６，２００４，１０２，５４９ ４，９１３，６１３ ４，９３７，６４１

６５，６４１ ６５，６４１ ６５，６４１

△　６６６ △　６６６ △　６６６

△　６７，１５７ △　６７，１５７ △　６７，１５７

△　１２６，１３６ △　３８，８０３

△　６６６ １０，２０９

６１１，０００ ３２６，２００４，１０１，０３２ ４，９１１，４３０△　２９，２００ ６５，６２１４，９４７，８５０△　１２６，８０２

２４４，４８６

２，３２９，２４４

２，５７３，７３０

１，１１４，４４９

９７９，２８２

１，８１５，２４１

２，７９４，５２３

△　１，５１６ △　２，１８３

９，６０２

９，６０２

２，７９０

２，７９０

１２，３９３

６２，８３１

△７８，９３２

△６５，７９４

△６９，３７２

４８５，２１０

△１６１，７９１

　
　　 　

平成２１年４月１日から
平成２１年９月３０日まで

前 中 間 期
平成２０年４月１日から
平成２０年９月３０日まで



（単位：千円）

科 目 科 目

■

個別計算書類

（純資産の部）

（負債の部）

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

株 主 資 本

評価・換算差額等

純 資 産 合 計

未 払 金

完成工事補償引当金

未成工事受入金

預 り 金

賞 与 引 当 金

工 事 未 払 金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

固定資産圧縮積立金

その他有価証券評価差額金

（資産の部）

流 動 資 産

受 取 手 形

完成工事未収入金

有 価 証 券

未成工事支出金

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物 ・構築物

機 械 ・運搬具

工具器具・備品

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有価証券

関 係 会社株式

長 期 貸 付 金

保 険 積 立 金

貸 倒 引 当 金

繰 延 税金資産

資 産 合 計

自 己 株 式

ソ フ トウェア

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

負 債 純 資 産 合 計

－　１１　－

そ の 他

そ の 他

そ の 他

中間貸借対照表

当中間期 当中間期

そ の 他

5,779,702

２，３７１，１６５

６，８９１

１，７０９，４６０

２５３，４４２

１，０６９，９５５

１８，５６９

８６，９６０

１４５，９０４

９２，６１８

２７，１９２

△２，４５８

3,503,816

１，５８２，２７７

４４０，５３６

９６，３１５

５５，９８３

９８９，４４２

３１，７０８

３，０５５

２８，６５３

１，８８９，８２９

４１６，４５７

１１５，５１０

３９，９６２

４７，６２９

１，２５８，４５２

１１，８５０

△３３

9,283,519

1,581,846

９３０，８５４

２０４，６１７

８，２２６

２０２，８６７

６１，８５２

１６，０６６

１４６，３０４

９，５９４

１，４６３

3,147,163

２，９８５，８９５

１６１，２６８

4,729,009

4,566,754

６１１，０００

３２６，２００

３２６，２００

３，６４２，２０３

１４０，６２５

３，５０１，５７８

４６，８６３

３，１３０，０００

３２４，７１４

△１２，６４９

△12,244

△１２，２４４

4,554,509

9,283,519

5,720,769

１，９５８，１９９

２６，２９６

２，４８４，５１８

５５４，２４９

４２０，１８４

２３，８７０

３９，２００

１４０，３８７

６７，９７６

９，６３２

△３，７４５

3,284,830

１，５２７，３９３

４１２，２８９

７８，９２９

４６，７３３

９８９，４４２

１６，９８９

１３，９３４

３，０５５

１，７４０，４４６

３８７，８６７

１１２，０７９

２２，６６６

４１，８３４

１，１６０，９９０

１５，０１８

△１０

9,005,599

1,528,575

８９８，３８８

１９７，９８０

１９７，８６５

８，９８６

９，９６０

１９，２９１

１４２，７５０

９，２５２

４４，０９９

2,884,131

２，７０１，５９２

１８２，５３８

4,412,706

4,622,093

６１１，０００

３２６，２００

３２６，２００

３，７９９，５８０

１４０，６２５

３，６５８，９５５

４６，５７３

３，２３０，０００

３８２，３８１

△１１４，６８６

△29,200

△２９，２００

4,592,893

9,005,599

前中間期 前中間期
平成２１年９月３０日現在 平成２０年９月３０日現在

　

平成２１年９月３０日現在 平成２０年９月３０日現在



（単位：千円）

科 目

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

受 取 利 息 配 当 金

完 成 工 事 総 利 益

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 高

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

営 業 利 益

経 常 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税、住民税及び事業税

■

受 取 地 代 家 賃

雑 支 出

そ の 他

－　１２　－

投 資 有 価 証 券 評 価 損

中間損益計算書

当 中 間 期

税 引 前 中 間 純 利 益

中 間 純 利 益

5,549,752

4,913,540

636,212

605,002

31,210

30,230

１６，２３６

７，８５８

６，１３５

1,876

１，８７６

59,564

3,307

－

３，３０７

14,137

－

１，４２０

１２，７１６

48,734

1,000

24,681

23,053

－固 定 資 産 売 却 益

5,857,201

5,169,018

688,183

612,343

75,839

25,119

1,691

99,268

977

1,268

98,978

6,500

37,376

55,102

１１，７６８

８，０３７

５，３１３

１，６９１

３４

９４３

３７

１，２３０

１

－

投 資 有 価 証 券 売 却 損

平成２１年４月１日から
平成２１年９月３０日まで

平成２０年４月１日から
平成２０年９月３０日まで

前 中 間 期

　
　 　　



（単位：千円）

純資産
資本金 合 計

株 主 資 本

資本剰余金

資本準備金 利益準備金 その他利益剰余金

利 益 剰 余 金
自己株式 株主資本合計

算差額等
評価・換

券評価差額金
その他有価証

圧縮積立金
固定資産 別途積立金 剰 余 金

繰越利益 合 計

その他利益剰余金の内訳

■ （ ）

剰 余 金 の 配 当

自己株式の取得

剰 余 金 の 配 当

固定資産圧縮積立金の取崩

別途積立金の積立

－　１３　－

中間株主資本等変動計算書

中間会計期間中の変動額

中 間 純 利 益

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計

中間会計期間中の変動額

中 間 純 利 益

中間会計期間中の変動額合計

平成２１年４月１日から
平成２１年９月３０日まで

平成２１年３月３１日残高

平成２１年９月３０日残高

平成２１年３月３１日残高

平成２１年９月３０日残高

６１１，０００ ３２６，２００ １４０，６２５３，６７１，１８７ ４，６３４，９９２ ４，５９６，１８８

５５，１０２ ５５，１０２ ５５，１０２

９，６０２ ９，６０２

９，６０２

６１１，０００ ３２６，２００ １４０，６２５３，６５８，９５５ ４，６２２，０９３ ４，５９２，８９３

４６，７１４３，１３０，０００ ４９４，４７３３，６７１，１８７

△１４０

△１４０

４６，５７３

１００，０００

１００，０００

３，２３０，０００

△６７，３３３

５５，１０２

１４０

△１００，０００

△１１２，０９１

３８２，３８１

△６７，３３３

５５，１０２

－

－

△１２，２３１

３，６５８，９５５

△　６７，３３３ △　６７，３３３ △　６７，３３３

△　１２，８９８

△　６６６ △　６６６ △　６６６

△　６６６△　１２，２３１ △　３，２９５

△　２９，２００

△　１１４，０２０

△　１１４，６８６

△　３８，８０３



役 員

－　１４　－

（注）本報告書中の記載金額、比率は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

（注）監査役　神谷友範、監査役　中谷達治の両氏は、社外監査役であります。

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

金 田 好 人

中 谷 達 治

神 谷 友 範

監 査 役

監 査 役

専 務 取 締 役

常 勤 監 査 役

取 締 役

取 締 役

中 田 孝 憲

小 田 　 修

山 原 三 次

岩 永 秀 雄

川 原 秀 夫

大 島 千 秋

中 河 哲 秀

森 　 泰 夫

横 越 純 一

上 段 正 憲

寺 井 孝 美

代 表 取 締 役 会 長

代 表 取 締 役 社 長

取 締 役

取 締 役

澤 田 達 夫

川 面 正 雄

（平成２１年９月３０日現在）



－　１５　－

◇ 株 主 メ モ ◇

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月３１日まで
毎年６月に開催します。

基 準 日 毎年３月３１日定時株主総会の議決権
期末配当 毎年３月３１日
中間配当

定 時 株 主 総 会

単 元 株 式 数 １，０００株
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

同 事 務 取 扱 場 所 〒５４１－８５８３
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

（各種お問合せ）

公 告 方 法

毎年９月３０日

て開示しております。

掲載をいたします。

新聞に掲載をいたします。

電子公告としてインターネットホーム
ページhttp：／／www．hokuwa．co．jp／に

やむを得ない事由によって電子公告に
よる公告ができない場合は、日本経済

※決算公告に代えて、貸借対照表、損

書類に関する電子開示システム）　に
法に基づく有価証券報告書等の開示
益計算書は、EDINET　（金融商品取引

　　　　　　　　　　　本社証券代行部

電話　０１２０－２５５－１００　（通話料無料）

電話　０１２０－３５１－４６５　（通話料無料）

〔 〕１２月３１日～１月３日を除く）

http：／／www．daiko-sb．co．jp／

受付時間　９：００～１７：００　（土、日、祝祭日、

特別口座の口座管理機関
株主名簿管理人／

　株式事務に関するご照会

　特別口座に関するご照会

　ＷＥＢサイト■

■

■
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